
 

   

シリーズで、相続税の生前対策のポイントについて解説しています。今回は、養子縁組をしている場合の相続税に対する功罪について、解説します。 

 

甲には子がいないため、兄弟姉妹（4人）の4人が相続人になります。相続財産は4億円で、兄弟姉妹には遺留分が認められないから遺言書にその旨を指定する方法と、妹の子

（乙）と養子縁組し妻と遺産分割によって相続させる方法のいずれが有利か、設例で検証します。 

設例のように、法定相続人が兄弟姉妹の場合、養子縁組を行うと、その養子は第1順位の相続人となり、養子のみが法定相続人となります。つまり、養子にすべての財産を相続さ

せることができます。自分より年少者であれば養子縁組できますので、例えば、兄弟姉妹の子などの1人を養子にして、全財産を相続させることもでき、さらに、相続税額の2割加

算の適用も受けません。しかし、養子縁組前の法定相続人の数が多い場合には、養子縁組することで、法定相続人の数が少なくなり、基礎控除額が下がるなど、相続税の計算上不利

となることもありますので、注意が必要です。 

【設例】 

1. 被相続人 甲（令和8年4月死亡） 

2. 相続人  

① 養子縁組前 兄・姉・弟・妹 

② 養子縁組後 乙（妹の子） 

3. 相続財産 4億円 

4. 遺言書による遺贈 養子縁組がなかった場合、すべての財産を乙に遺贈する 

5. 相続税の計算                     （単位：万円） 

 養子縁組あり 縁組なし＋乙へ遺贈 

課税価格 40,000 40,000 

基礎控除額 （注1）3,600 （注2）5,400 

相続税の総額 14,000 7,580 

算出税額 14,000 7,580 

二割加算額 ― 1,516 

納付相続税額 14,000 9,096 

 

 遺言書による方法では、甲が生前に乙の知らないうちに遺言書の内容を変更することができるので、遺言書の書換えが行われていた場合には、乙は相続することができなくなるリ

スクがあることに留意しておかなければなりません。                                                （文責：山本和義） 
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（注1）法定相続人は、乙のみで、基礎控除額は3,600万円（3,000万円＋600万円×

1人）となる。 

（注2）法定相続人は、兄、姉、弟、妹の4人で、基礎控除額は5,400万円（3,000万

円＋600万円×4人）となる。 

 


